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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第５期 

第３四半期累計期間 
第４期 

会計期間 
自 2020年１月１日 
至 2020年９月30日 

自 2019年１月１日 
至 2019年12月31日 

売上高 （千円） 444,034 396,451 

経常利益又は経常損失（△） （千円） 8,610 △36,664 

四半期純利益又は当期純損失（△） （千円） 6,475 △36,855 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － 

資本金 （千円） 202,500 202,500 

発行済株式総数 

 普通株式 

 Ａ種優先株式 

（株） 

 

7,425,000 

－ 

 

6,225 

1,200 

純資産額 （千円） 78,157 71,682 

総資産額 （千円） 612,319 354,557 

１株当たり四半期純利益又は 

１株当たり当期純損失（△） 
（円） 0.87 △4.96 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） － － 

１株当たり配当額 （円） － － 

自己資本比率 （％） 12.8 20.2 

 

回次 
第５期 

第３四半期会計期間 

会計期間 
自 2020年７月１日 
至 2020年９月30日 

１株当たり四半期純損失（△） （円） △0.68 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 

５．当社は、第４期第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第４期第３四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

６．2020年９月30日開催の臨時株主総会決議により、2020年９月30日付で定款の変更を行い、Ａ種優先株式を廃

止しております。 

７．当社は、2020年９月14日開催の取締役会決議により、2020年９月30日付で普通株式１株につき1,000株の割

合で株式分割を行っておりますが、第４期の期首に当該株式分割が行われたものと仮定し、１株当たり当期

純損失、１株当たり四半期純利益及び１株当たり四半期純損失を算定しております。 

８．１株当たり配当額については、配当を実施していないため記載しておりません。 

 

２【事業の内容】

 当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書 

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、前第 

３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行ってお 

りません。 

 

（１）財政状態の状況 

 （資産） 

 当第３四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ257,761千円増加し、612,319千円となりまし

た。これは主に、流動資産のその他（主に前払金）が5,175千円、有形固定資産が3,984千円減少したものの、現金

及び預金が266,867千円、売掛金が3,119千円増加したことによるものであります。

 （負債） 

 当第３四半期会計期間末における負債は、前事業年度末に比べ251,286千円増加し、534,161千円となりました。

これは主に、長期借入金が123,088千円、流動負債のその他（主に1年以内返済長期借入金）が59,860千円、前受金

が38,516千円、短期借入金が30,000千円増加したことによるものであります。

 （純資産） 

 当第３四半期会計期間末における純資産は、前事業年度末に比べ6,475千円増加し、78,157千円となりました。こ

れは四半期純利益6,475千円の計上によるものであります。

 

（２）経営成績の状況 

 当第３四半期累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の急速な拡大が引き続き景気に影響を

及ぼしており、先行き不透明な状況が続いておりますが、足元では経済活動再開の動きも見られております。 

 当社がエンゲージメント経営プラットフォーム事業を展開するHR Tech市場については、従来からの「働き方改

革」の推進に加えて、ニューノーマル（新常態）におけるテレワーク・在宅勤務への関心の高まりや、政府による

電子化促進などを背景に、引き続き高い注目を集めております。 

 このような環境において、当社はエンゲージメント経営プラットフォーム事業として「TUNAG」の拡販を進めてま

いりました。コロナ禍による企業活動の停滞や新規投資マインドの減退の影響が残るものの、Webマーケティングの

強化やWeb商談の活用により、潜在的な需要へのアプローチを続けてきた結果、当第３四半期累計期間の経営成績

は、売上高444,034千円、営業利益11,416千円、経常利益8,610千円、四半期純利益6,475千円となりました。 

 なお、当社の事業セグメントはエンゲージメント経営プラットフォーム事業の単一セグメントですので、セグメ

ン 

ト別の記載は省略しております。 

 

（３）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定 

 新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありませ

ん。 

 

（４）経営方針・経営戦略等 

 当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。 

 

（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題 

 当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。 

 

（６）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

（７）従業員数 

 当第３四半期累計期間において、当社の従業員数は11名増加して、58名となりました。これは事業拡大のため積

極的な中途採用及び新卒採用を行ったことによるものです。 

 なお、従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 
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３【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 28,000,000 

計 28,000,000 

 （注）１．2020年９月14日開催の取締役会決議により、2020年９月30日付で当社普通株式１株につき1,000株の割合で

株式分割を行い、併せて2020年９月30日の臨時株主総会で定款を変更し、Ａ種優先株式にかかる定めを廃止

し、発行可能株式総数を株式の分割の割合に応じて増加させております。これにより発行可能株式総数は同

臨時株主総会開催日である2020年９月30日付で普通株式28,000,000株となっております。 

②【発行済株式】

種類 
第３四半期会計期間
末現在発行数（株） 
（2020年９月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（2020年11月11日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 7,425,000 7,425,000 非上場 

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であり、単元株式数は

100株であります。 

計 7,425,000 7,425,000 － － 

 （注）１．2020年８月11日開催の取締役会決議により、Ａ種優先株式を2020年８月11日付で取得し、引換えにＡ種優先

株式１株につき普通株式１株を交付しております。また、会社法第178条に基づき2020年８月11日開催の取

締役会決議により、当該Ａ種優先株式の全てを消却しております。 

２．2020年９月14日開催の取締役会決議により、2020年９月30日付で当社普通株式１株につき1,000株の割合で

株式分割を行っております。 

３．2020年９月30日開催の臨時株主総会の決議により、同日付で１単元を100株とする単元株制度を導入してお

ります。 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

第７回新株予約権 

決議年月日  2020年７月13日

付与対象者の区分及び人数（名）  当社従業員33

新株予約権の数（個）  49

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）  普通株式 49,000（注）１、５

新株予約権の行使時の払込金額（円）  200（注）１、５

新株予約権の行使期間 2022年７月14日から2030年７月13日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格  200

資本組入額 100（注）５

新株予約権の行使の条件 （注）２、３

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡による取得については取締役会の

承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４

※ 提出日の前月末現在（2020年10月31日）における内容を記載しております。

 

 （注）１．株式の分割、併合または無償割当により株式を発行する場合、行使価額を次に定める算式により調整するも

のとし、調整後の行使価額は、会社法に規定された効力発生日以降これを適用する。 

       調整後行使価額＝調整前行使価額×１／分割・併合・無償割当の比率 

     ① 上記算式の計算については円位未満小数第１位まで算出し、小数第１位を四捨五入する。 
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     ② 行使価額の調整が行われる場合には、当社は、関連事項決定後直ちに、本新株予約権者に対して、その旨

ならびにその事由、調整後の行使価額及び適用の日、その他の必要事項を通知しなければならない。 

     上記のほか、次の各号に該当する場合には、当社は本新株予約権者に対して、あらかじめその旨ならびにその

事由、調整後の行使価額及び適用の日その他必要な事項を通知したうえ、行使価額の調整を適切に行うものと

する。 

     ① 合併、株式交換、株式移転、会社分割、もしくは資本の減少のために行使価額の調整を必要とするとき。 

     ② 前号のほか、当社の発行済株式数の変更または変更の可能性を生ずる事由の発生によって行使価額の調整

を必要とするとき。 

    ２．新株予約権の行使条件は以下のとおり。 

     ① 各新株予約権の行使は、１個を行使単位とし、一部行使はできないものとする。 

     ② 本新株予約権は、当社の株式が東京証券取引所またはその他の株式市場（国内外を問わず）に上場された

後６ヶ月の期間が経過した場合に限り行使できるものとする。 

     ③ 「３．新株予約権の取得条項」に定める取得事由が発生した場合は、行使することができない。但し、取

締役会で特に認めた場合は行使することができる。 

    ３．新株予約権の取得条項 

      次のいずれかに該当する事由が発生した場合、当該新株予約権を無償で取得することができる。 

ａ．新株予約権者に、法令または会社の内部規律に違反する行為があった場合。 

ｂ．新株予約権者が、当社またはその子会社の取締役、監査役、執行役員または使用人の何れでもなくなった

場合。 

ｃ．新株予約権者が権利行使期間満了前に死亡した場合。 

ｄ．新株予約権者が、新株予約権の放棄を書面により申し出た場合。 

ｅ．会社が合併により消滅会社となることにつき、法令上又は定款上必要な承認決議が行われた場合。 

ｆ．会社が株式交換または株式移転により完全子会社となることにつき、法令上又は定款上必要な承認決議が

行われた場合。 

ｇ．会社が分割会社となる吸収分割または新設分割を行うことにつき、法令上又は定款上必要な承認決議が行

われた場合。 

    ４．当社が合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転（以下

「組織再編行為」という）をする場合には、組織再編行為の効力発生の時点において行使されておらずかつ

当社により取得されていない新株予約権の新株予約権者に対し、当該新株予約権に代えて、それぞれの場合

につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という）の

新株予約権を以下の条件に基づき交付するものとする。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約

権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式

移転計画において定めた場合に限るものとする。 

ａ．交付する再編対象会社の新株予約権の数 

  新株予約権者が保有する新株予約権の数を基準に、組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定される

数とする。 

ｂ．交付する新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

ｃ．交付する新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定される数 

ｄ．交付する新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

  （注）１に定める行使価額を基準に組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定される価額に、交付す

る新株予約権１個当たりの目的である再編対象会社の株式の数に乗じて得られる価額とする。 

ｅ．交付される新株予約権の行使期間 

  本新株予約権の行使期間の開始日と会社法第236条第１項第８号イからホの行為の効力発生日のいずれか遅

い日から、本新株予約権の行使期間の満了日までとする。 

ｆ．交付する新株予約権の行使の条件 

  （注）２に準じて決定する。 

ｇ．交付する新株予約権の取得 

  本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。 

ｈ．譲渡制限 

  新株予約権を譲渡するには再編対象会社の取締役会の承認を得なければならない。 

ｉ．当該新株予約権の割当に関する事項 

  本新株予約権者の有する新株予約権の個数に応じて割り当てるものとする。 
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    ５．2020年９月14日開催の取締役会決議により、2020年９月30日付で普通株式１株を1,000株とする株式分割を

行っております。これにより、「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行使

時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調

整されております。 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

2020年８月11日 

（注）１ 

普通株式 

1,200 

Ａ種優先株式 

△1,200 

普通株式 

7,425 
－ 202,500 － 142,500 

2020年９月30日 

（注）２ 

 

普通株式 

7,417,575 

 

普通株式 

7,425,000 
－ 202,500 － 142,500 

 （注）１．2020年８月11日開催の取締役会決議により、Ａ種優先株式を2020年８月11日付で取得し、引換えにＡ種優先

株式１株につき普通株式１株を交付しております。また、会社法第178条に基づき2020年８月11日開催の取

締役会決議により、当該Ａ種優先株式の全てを消却しております。 

２．2020年９月14日開催の取締役会決議により、2020年９月30日付で当社普通株式１株につき1,000株の割合で

株式分割を行ったものであります。 

 

（５）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2020年９月30日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,425,000 74,250 

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 7,425,000 － － 

総株主の議決権 － 74,250 － 

 

②【自己株式等】

   該当事項はありません。 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第211条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条 

の２第１項の規定に準じて、第３四半期会計期間（2020年７月１日から2020年９月30日まで）及び第３四半期累計期 

間（2020年１月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四 

半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

 

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例 

 当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

  前事業年度 当第３四半期会計期間 

  （2019年12月31日） (2020年９月30日） 

資産の部    

 流動資産    

  現金及び預金 292,862 559,730 

  売掛金 7,641 10,760 

  その他 20,202 15,026 

  流動資産合計 320,706 585,518 

 固定資産    

  有形固定資産 9,385 5,400 

  無形固定資産 2,036 1,303 

  投資その他の資産 22,428 20,096 

  固定資産合計 33,850 26,800 

 資産合計 354,557 612,319 

負債の部    

 流動負債    

  短期借入金 － 30,000 

  未払法人税等 3,739 3,564 

  前受金 168,266 206,783 

  その他 66,573 126,433 

  流動負債合計 238,579 366,781 

 固定負債    

  長期借入金 40,000 163,088 

  資産除去債務 4,295 4,291 

  固定負債合計 44,295 167,379 

 負債合計 282,875 534,161 

純資産の部    

 株主資本    

  資本金 202,500 202,500 

  資本剰余金 142,500 142,500 

  利益剰余金 △273,317 △266,842 

  株主資本合計 71,682 78,157 

 純資産合計 71,682 78,157 

負債純資産合計 354,557 612,319 
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円） 

  当第３四半期累計期間 

  （自 2020年１月１日 

    至 2020年９月30日） 

売上高 444,034 

売上原価 83,720 

売上総利益 360,314 

販売費及び一般管理費 348,897 

営業利益 11,416 

営業外収益  

 受取利息 3 

 助成金収入 124 

 受取手数料 31 

 営業外収益合計 158 

営業外費用  

 支払利息 684 

 上場関連費用 2,280 

 営業外費用合計 2,964 

経常利益 8,610 

税引前四半期純利益 8,610 

法人税等 2,134 

四半期純利益 6,475 
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算） 

 税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の 

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税 

率を用いて計算しております。 

 

（追加情報）

 新型コロナウイルス感染拡大の影響は、一定期間続くものとして、会計上の見積り及び仮定の設定を検討して 

おりますが、現時点において重要な影響を与えるものではないと判断しております。しかしながら、新型コロナ 

ウイルス感染拡大による影響は不確定要素が多く、今後の状況の変化によっては、翌事業年度以降の財務諸表に 

おいて重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 なお、当第３四半期累計期間において、当該仮定に重要な変更は行っておりません。 

 

（四半期貸借対照表関係）

 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。

これら当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度 

（2019年12月31日） 
当第３四半期会計期間 
（2020年９月30日） 

当座貸越極度額の総額 － 160,000千円 

借入実行残高 － 30,000千円 

差引額 － 130,000千円 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

 
当第３四半期累計期間 
（自2020年１月１日 
至2020年９月30日） 

減価償却費 6,231千円 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

 当第３四半期累計期間（自 2020年１月１日 至 2020年９月30日） 

  当社はエンゲージメント経営プラットフォーム事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当第３四半期累計期間 
（自 2020年１月１日 
 至 2020年９月30日） 

１株当たり四半期純利益 0円87銭 

（算定上の基礎）  

四半期純利益（千円） 6,475 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 6,475 

普通株式の期中平均株式数（株） 7,425,000 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったもの

の概要 

2020年７月13日開催の取締役会

決議による第７回新株予約権 

 新株予約権の数  50個 

（普通株式   50,000株） 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在するものの、当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 

２．当社は、2020年９月30日付で普通株式１株につき普通株式1,000株の割合で株式分割を行っております。

当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して1株当たり四半期純利益を算定しております。 

 

２【その他】

該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。 
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